
青森県特別支援教育在り方検討会議（令和８年６月２５日(木)）

障がい種別の支援機能の
在り方について

青森県教育庁学校教育課
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資料４



障がい種別の支援機能の在り方

①県立特別支援学校に在籍する幼児児童
生徒への支援

②県立特別支援学校から小・中学校、義
務教育学校、高等学校等への支援
＝特別支援学校のセンター的機能を活
用した取組
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特別支援教育対象の障がい種

3

特別支援学校 特別支援学級 通級による指導

視覚障がい 弱視 弱視

聴覚障がい 難聴 難聴

肢体不自由 肢体不自由 肢体不自由

病弱（身体虚弱含む） （病弱・）身体虚弱 病弱・身体虚弱

－ 言語障がい 言語障がい

自閉症・情緒障がい 自閉症

情緒障がい

知的障がい 知的障がい －

－ － 学習障がい

注意欠陥多動性障がい



①特別支援学校に在籍する幼児
児童生徒への支援について
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特別支援学校における障がい種別の主な指導・支援内容等
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障がい種 指導・支援内容（一例）及び教材・教具等

視覚障がい 〇自立活動の具体的な指導内容
・触覚や聴覚などを効果的に活用できるようにする指導
・白杖による一人歩きの技能を身に付けるための指導
・視覚や視覚補助具を最大限に活用する指導
・日常生活に必要な基本的行動様式を身に付けるための指導
・情報機器の活用技能を高めるための指導 など
〇特色のある教材・教具、設備
・各種の点字図書や録音図書 ・凸線で描かれた地図などの触覚教材 
・視覚障害者用各種計測器 ・表面作図器 ・点字器 ・立体図形複写装置
・３Ｄプリンタ ・点字を常用する子供のためのＩＣＴ機器 ・各種の拡大教材
・拡大読書器 ・各種の弱視レンズ類 など

聴覚障がい 〇自立活動の具体的な指導内容
・幼稚部、小学部では聴覚活用や言語発達に重点を置き、それ以降は、自立と社会参加
を見据えた言語指導や情報の活用（コミュニケーションの態度・技能など）、障がい
の特性についての自己理解や心理的な諸問題に関するものへと移行 など

〇特色のある教材・教具、設備
・聴覚活用のための機器（オージオメータ、補聴器特性検査装置、補聴援助機器等）
・発音・発語指導のための鏡 など

参考：障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～第３編（文部科学省）



特別支援学校における障がい種別の主な指導・支援内容
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障がい種 指導・支援内容（一例）及び教材・教具等

肢体不自由 〇自立活動の具体的な指導内容
・身体の動きの改善・向上を目指し、環境等の把握やコミュニケーションと関連付けな
がら、座位の保持や立位・歩行や移動に関する指導、日常生活動作に関する指導など

〇特色のある教材・教具、設備
・片手で使うことができる道具 ・文字盤や音声出力型の機器
・廊下や階段に手すり ・幅広い廊下 ・スロープやエレベーター など

病弱 〇自立活動の具体的な指導内容
・服薬管理や環境調整、病状に応じた対応等のための指導（服薬の意味と定期的な服薬
の必要性の理解、指示された服薬量の徹底、眠気を伴い危険性が生じるなどの薬の理
解とその対応、必要に応じた休憩などの病状に応じた対策等） など

〇特色のある教材・教具、設備
・多くが病院に隣接又は併設 など

知的障がい 〇自立活動の具体的な指導内容
・日常生活や社会生活の技能や習慣を身に付けるなど、望ましい社会参加のための知識、
技能及び態度を養うことに重点を置く

・双方向のコミュニケーションが成立する成功体験の積み重ね など
〇特色のある教材・教具、設備
・文部科学省著作教科書（国語、算数・数学、生活、音楽、理科、職業・家庭） など

参考：障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～第３編（文部科学省）



Ｒ５特別支援学校教員の特別支援学校教諭等免許状保有状況
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（出典）令和５年度特別支援学
校教員の特別支援学校教諭等免
許状保有状況等調査結果の概要
（令和６年３月文部科学省）

【青森県内訳】
・当該障害種（特別支援学校
教諭）：85.1%

・当該障害種（自立教科
等）：1.0%

・他障害種（特別支援学校教
諭）：6.1%

・他障害種（自立教科等）：
0.0%

・合計：92.2%



特別支援教育に携わる教師に求められる専門性（イメージ）
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（出典）令和８年４月22日
中央教育審議会 初等中等教育
分科会 教員養成部会 教職課
程・免許・大学院課程ワーキン
ググループ 特別支援教育作業
部会 資料



特別支援学校の教師の専門性に関する課題
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（出典）令和８年４月22日
中央教育審議会 初等中等教育
分科会 教員養成部会 教職課
程・免許・大学院課程ワーキン
ググループ 特別支援教育作業
部会 資料

※下線は学校教育課



教員免許制度の見直しを通じた特別支援学校の教師の養成イメージ

10

（出典）令和８年４月22日
中央教育審議会 初等中等教育
分科会 教員養成部会 教職課
程・免許・大学院課程ワーキン
ググループ 特別支援教育作業
部会 資料

※下線は学校教育課



人事交流を通じた教師の専門性向上（イメージ）
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（出典）令和８年４月22日
中央教育審議会 初等中等教育
分科会 教員養成部会 教職課
程・免許・大学院課程ワーキン
ググループ 特別支援教育作業
部会 資料

※下線は学校教育課



②特別支援学校のセンター的機能
を活用した取組について
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障がいのあるこどものための総合支援事業

13



地区特別支援連携協議会の取組
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特別支援教育巡回相談員
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県内特別支援学校による教育相談実施状況（H19～R07)
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チームで支える特別支援教育校内支援体制充実事業
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盲学校や聾学校における相談支援の一例（地区を越えた相談）
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県立盲学校



教育相談・巡回相談等について
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・特別支援学級や通級による指導の対象障がい種のうち、言語障がい、
自閉症、情緒障がい、学習障がい、注意欠陥多動性障がいは、特別
支援学校の就学の対象ではない。また、聾学校等においても、発達
障がいや愛着障がいなどの相談を受けることも多い。
→特別支援学校の教員も、勤務する学校の障がい種や所持免許障が
い種以外の障がい種の相談を受けることが多く、複数の障がい種
にわたる総合的な専門性が必要。

・視覚障がいや聴覚障がいの特別支援学校では、在籍数の減少に伴い、
実践に基づく省察機会が減少する中、巡回相談や巡回型通級等が、
特定の障がい種に関する深い専門性の維持及び教員の育成につな
がっている。



複数の障がい種にわたる総合的な専門性

20

〇他県の一例
①あきた総合支援エリアかがやきの丘：秋田県立視覚支援学校、聴覚
支援学校、秋田きらり支援学校（肢体不自由、病弱）と医療療育セ
ンターが集結し、建物がつながっている。３校の玄関は共用。
秋田県の特別支援教育・療育の拠点となる総合支援施設として、知的障がい以外の特別支援教
育のセンター的機能を担っている。

②宮城県立山元支援学校（病弱、知的）
従来、病弱を対象とした学校だったが、知的障がい教育部門を新たに設け、
複数障がい種対応の学校へ。

かがやきの丘ホームページ

〇本県の特別支援学校は、障がい種ごとの学校が半数以上（12/20校）
・盲聾併設（八戸盲・聾、県立盲・青森聾R9～）※学校はそれぞれ独立

・知肢併置（一高養、森田養
※

、七戸養
※

、むつ養
※

）※知的障がいを併せ有する肢体不自由児が対象
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